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企業局は、昭和 30 年に電力局として発足以来、今日まで、時代の要請に
応じながら、生活に欠かすことのできないクリーンなエネルギーである水

力・風力発電と良質な工業用水の供給を通じて、県民生活の向上や産業の発

展に貢献できるよう努めてまいりました。 
 
  しかしながら、近年、企業局を取り巻く環境は大きく変化し、電力自由化

による経営への影響や、地球温暖化対策を推進するうえで再生可能エネルギ

ーの担い手としての期待、そして建設から 50 年以上経過し老朽化が進む発
電施設への対策など、将来にわたって安定した経営を行っていくうえで、引

き続き取り組まなければならない多くの課題があります。 
   
 このような中、企業局はいま節目の年を迎えています。その節目とは、電

気事業にあっては、今後とも地元の電力会社へ長期間、安定的に電力を供給

するという契約を結んだこと、また、工業用水道事業にあっては、昭和 53
年の創業以来抱えていた累積欠損金が平成 21 年度末で解消の目途が立った
ことなどであります。  

 
  そこで、この節目の年にあたり、今後とも地方公営企業として、長期的視

点でこれらの課題へ的確に対応しながら、時代に適応した経営に努めていく

必要があると考え、今般、この「長期経営方針」を策定いたしました。 
 
  私たちは、この方針に基づいて事業を計画的にそして着実に実施し、県民

の皆様が豊かで幸せに暮らしていくためのお役に立てるよう全力で取り組

んでまいりますので、皆様の一層のご理解とご協力をお願いいたします。 
 
 
 
   平成 22年 3月 
                      岩手県公営企業管理者 
                       企業局長 千葉 勇人 
 
 
 

 

は じ め に 
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― ゆるぎない決意 ― 

岩手県企業局は、将来にわたり地域社会の発展と県民福祉の向上

のため、電気事業及び工業用水道事業を継続し、県民から信頼・信

用される地方公営企業として成長し続けます。 

 
 
 ○ 電気事業は、「運転年数１００年」をめざす取組を進めます。 

 

○ 工業用水道事業は、「自立経営の実現」をめざす取組を進めます。 
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企 業 局 施 設 等 の 配 置 図 

施設総合管理所： 企業局の全発電施設の集中監視制御による運転監視と県北・県央部に

ある発電施設の維持保守管理を実施しています。 
県南施設管理所： 工業用水道施設と県南部にある発電施設の維持保守管理を実施してい

ます。 

【本局・施設管理所】 

  本局（盛岡市） 

 

  施設総合管理所（盛岡市） 

 

  県南施設管理所（北上市） 

 

【電気事業】 

 〔水力発電所〕 

〔運転中〕 

① 胆沢第二発電所（奥州市） 

② 岩洞第一発電所（盛岡市） 

③ 岩洞第二発電所（盛岡市） 

④ 仙人発電所（北上市） 

⑤ 四十四田発電所（盛岡市） 

⑥ 御所発電所（盛岡市） 

⑦ 滝発電所（久慈市） 

⑧ 北ノ又発電所（八幡平市） 

⑨ 北ノ又第二発電所（八幡平市） 

⑩ 入畑発電所（北上市） 

⑪ 松川発電所（八幡平市） 

⑫ 早池峰発電所（花巻市） 

⑬ 柏台発電所（八幡平市） 

⑭ 北ノ又第三発電所（八幡平市） 

〔建設中〕 

⑮ 胆沢第三発電所（奥州市） 

 〔風力発電所〕 

⑯ 稲庭高原風力発電所（二戸市） 

 

【工業用水道事業】 
   第一北上中部 

工業用水道事業（北上市） 
 

第二北上中部 
工業用水道事業（北上市） 
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Ⅰ 策定趣旨等 

 

１ 策定趣旨 

岩手県企業局では、近年、電力自由化等の規制緩和や地方公営企業の経営健全化・

効率化の推進など、社会経済情勢の変化や行財政改革に対応して、中長期的観点に立

った経営の推進に努めてきました。 

これまでも、全国の地方公営企業の中でいち早く経営体制の強化や運転管理の近代

化に取り組み、昭和 63 年には県北・県央の発電施設を対象とする集中監視制御シス

テムを導入、平成 12 年には同システムの対象を全発電施設に拡大し、無人化により

組織のスリム化を図るなど、常に効率的な経営に努めてきました。 

更には、平成 15年度から 18年度までは、経営改革プログラムや第１次中期経営計

画により、また、平成 19年から 21年度までは第２次中期経営計画により、経営基盤

の強化や経営の効率化により実効性を高めながら取り組んできました。 

このような中、地球温暖化対策の強化や景気雇用情勢の急激な変化など、企業局が

運営する電気事業や工業用水道事業を取り巻く経営環境は、急速で、かつこれまでに

ない規模で変化していますが、電力や工業用水の安定供給など、事業の本質や価値は

今後も変わるものではなく、このような環境変化にも的確に対応するためには、これ

までにも増した経営管理のもと、職員が一丸となって事業の推進を図る必要がありま

す。 

企業局では、地方独立行政法人化など、経営形態のあり方についても検討を行いま

したが、計画的な業務遂行のもと、今後も業務の効率性やサービス水準の向上を図っ

ていくことが可能であることから、平成 18 年度には、当面、現行の地方公営企業方

式として事業を継続することを決定しています。 

今後も地方公営企業として、事業の安定経営を通じて地域社会の発展と県民福祉の

向上に寄与していきたいとの「ゆるぎない決意」をもって取り組んでいきたいと考え

ています。 

本方針は、企業局が今後も時代の要請に対応しながら、将来にわたって地方公営企

業として積極的な役割を担っていくため、経営の基本理念を踏まえ、向かうべき将来

像を描くとともに、長期的課題への取組方針を示すものとして策定したものです。 

 

 

 



 - 2 - 

 

２ 位置づけ 

（１）長期経営方針の位置づけ 

   本方針は、企業局が将来にわたって、地域社会の発展と県民福祉向上に寄与する

ため、電気事業と工業用水道事業を継続する決意を示すとともに、企業局がめざす

将来像や概ね 10年後のありたい姿を描きながら、長期的な対応が求められる課題

及びその解決に向けた取組の方向性を示すものです。 

 

（２）中期経営計画との関係 

中期経営計画は、本方針で掲げる「概ね 10 年後のありたい姿」を具現化するた
めの行動計画として位置づけ、具体的な目標を設定して取り組むものです。 

 

（３）他の計画との整合性 

本方針は、「いわて県民計画」(平成 21年 12月策定)における企業局の役割を踏ま
えて策定したものです。    

 

 

３ 取組期間  

（１）長期経営方針 

10年間  平成 22年度から平成 31年度まで 
 

（２）中期経営計画  

３年間  平成22年度から平成24年度まで（第３次中期経営計画） 

 

本方針の 10年間は、「ホップ・ステップ・ジャンプ」をイメージした３段階で取り組むこととし、第 3次

中期経営計画はその第一段階として３ヵ年計画としています。その後の計画については、取組の進捗状況等を

踏まえて期間を設定することとしています。 

 
  取組の構成イメージ 

 
 
 
 
 
 
 

 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

 

 

長期経営方針（概ね 10年後のありたい姿） 

第3次中期経営計画（3年間） 第4次中期経営計画 第5次中期経営計画 

 第一段階（ホップ）        第二段階（ステップ）        第三段階（ジャンプ） 
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Ⅱ 企業局の役割 これまで果たしてきた社会的役割 

 

  企業局は、昭和30年10月に電力局として発足して以来、電気事業、工業用水道事業、

観光施設事業（昭和54年3月廃止）及び有料道路事業（平成4年3月廃止）を展開し、

地域振興や産業振興など、県の振興施策に深く関わり、県政の推進に重要な役割を担っ

てきました。 

  

１  電気事業 

本県の電気事業は、「河川総合開発」や「北上特定地域総合開発計画」による、洪

水調節や農業用水の安定供給を目的に設置された多目的ダム事業への共同参画とし

ての役割も担いながら、「純国産エネルギー」である水力発電事業を行い、県内電力

供給の一翼を担ってきましたが、近年は、地域に賦存するエネルギー資源の活用と環

境との調和をめざし、中小水力発電や風力発電開発などの新エネルギー の導入など

に先駆的に取り組んできました。 

その結果、現在は、14水力発電所と1風力発電所を有しており、発電する電力は、

ほぼ全量を東北電力株式会社に供給していますが、県内の発電施設で発電される電力

量の約4分の1を占めており、一般家庭の約17万世帯分の電力に相当しています。  

また、このようなクリーンなエネルギーによるCO2排出抑制効果は、約27万tであ

り、本県の地球温暖化対策に大きく貢献しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 

企業局発電所一覧（供給開始順）                       （平成 22年 3月 1日現在） 
発電所名 型  式 最大出力（ｋＷ） 所在地 供給開始 備  考 

胆沢第二 ダム水路式 ６，８００ 奥州市 Ｓ32.10 出力増 600ｋＷ Ｈ20.3  
岩洞第一 ダム水路式 ４１，０００ 盛岡市 Ｓ35.12  
岩洞第二 水路式 ８，６００ 盛岡市 Ｓ35.12 出力増 300ｋＷ Ｈ13.9 
仙  人 ダム水路式 ３７，６００ 北上市 Ｓ39.4   
四十四田 ダム式 １５，１００ 盛岡市 Ｓ42.12  
御  所 ダム式 １３，０００ 盛岡市 Ｓ56.1  
滝 ダム式 ４５０ 久慈市 Ｓ57.7  

北 ノ 又 水路式 ７，０００ 八幡平市 Ｓ58.10  
北ノ又第二 水路式 ３，４００ 八幡平市 Ｈ元.10  
入  畑 ダム式 ２，１００ 北上市 Ｈ2.4  
松  川 水路式 ４，６００ 八幡平市 Ｈ8.10  
早 池 峰 ダム式 １，４００ 花巻市 Ｈ12.6  
柏  台 水路式 ２，７００ 八幡平市 Ｈ14.10  
北ノ又第三 水路式 ６１ 八幡平市 H22.2  
胆沢第三 ダム式 １，５００ 奥州市 建設中 運転開始予定Ｈ26 
水力計 ― １４５，３１１ ― ―  

稲庭高原風力 ― １，９８０ 二戸市 Ｈ13.9  
合  計 ― １４７，２９１ ― ―  
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【用語解説】 
※1 「新エネルギー」 
   国では、経済性の面での制約から普及が進展していない石油代替エネルギー等を「新エネルギー」（代表的なものは、1,000ｋＷ以下
の水力発電、風力発電、太陽光発電（太陽熱）、バイオマス発電、雪氷冷熱利用など）としていますが、本県では、全ての水力エネル

ギーと地熱エネルギーも含めて「新エネルギー」と位置づけて取り組んできました。 
 
※2 「環境保全・クリーンエネルギー導入促進積立金」 
   電気事業会計において、平成 17年度に未利用地処分に伴う特別利益が生じたことから、当該分を利益処分して創設した積立金であ
り、県内の環境保全やクリーンエネルギーの導入促進に関連する事業に活用しています。 

電気事業による農業用水の供給状況（平成20年度） 

（参考）土地改良区規模 
（H21.3.31現在） 区  分 

給水量 
（千㎥） 

組合員数（人） 地区面積（ha） 
胆沢平野土地改良区 67,181 7,383 9,446 
岩手山麓土地改良区連合 68,864 1,695 1,506 
和賀川土地改良区 41,226 3,149 4,275 

計 177,271 12,227 15,227 
注 1 給水量は、平成 20年度農業用水取水実績による。 
注 2 土地改良区規模は、県農村計画課資料（土地改良区名簿）による。 
注 3  和賀川土地改良区は、平成 20年度合併により岩手中部土地改良区に再編さ 

れているため、合併前のデータによる。    
 

   環境保全・クリーンエネルギー導入促進積立金の活用（千円） 
区  分 Ｈ18年度 Ｈ19年度 Ｈ20年度 Ｈ21年度 

活用額（取崩し） 49,941 47,160 39,672 50,510 

【活用事例】 
・市町村等の小規模なクリーンエネルギー設備導入支援  
（ソーラー式防犯灯、ソーラー式津波避難誘導灯など延べ 48件） 
・一般会計への繰出し  
 （住宅用太陽光発電補助、バイオエタノール開発研究など延べ 21件）   

注 Ｈ21年度は最終予算額 

植樹活動支援の実績（平成16～21年度 延べ数） 

地区数 苗木提供 職員参加支援 

84地区 27,610本 523名 

 

○〔地球温暖化対策への貢献〕 

   企業局が行う水力発電や風力発電は、発電過程ではCO2をほとんど排出しない「純国産

の再生可能エネルギー」として、地球温暖化対策に貢献しています。   

 CO2排出抑制効果  
区   分 排出抑制量 摘   要 

水力発電及び風力発電による

排出抑制量 
約２７０，０００ｔ 

・ 水力発電及び風力発電による年間発電量を基に算出し
たCO2排出抑制効果（H20年度） 
※ 県内の一般家庭約３万６千世帯分の排出量に相当 
※   石油火力で同量の発電をした場合と比較すると約

12万 kℓ（灯油缶 687万個分）の原油節減効果に相当 

地域貢献等による排出抑制量 約 5.2ｔ 
市町村等の小規模なクリーンエネルギー導入設備に係る

CO2排出抑制効果（H18～21年度） 
  注 算出に用いた係数等  

排出抑制量：環境省が示すCO2排出係数 0.555㎏‐CO2/kWh（平成 20年度） 
     CO2排出量の世帯数換算：岩手県一世帯あたりの排出量 7,461㎏‐CO2 (平成 17年) 
     原油節減効果：9.76GJ/千 kWh×0.0258kℓ/ GJ  
     

 

○〔農業用水の供給〕 
胆沢第二発電所、岩洞（第一・第二）発

電所及び仙人発電所では、共同事業者

として、農業用水の供給と一体的に発

電を行ってきたほか、共有施設の維持

管理も受託しているなど、農業用水の

安定供給をはじめとする多面的機能の

安定維持も担ってきました。 

○〔地域貢献〕 

資産の有効活用策として、一般会

計が行う地域振興や環境保全に関連

する事業を対象とした、長期貸付や

繰出による財政支援のほか、平成 18

年に創設した「環境保全・クリーン

エネルギー導入促進積立金」 を活

用した新エネルギーの導入促進や植

樹活動などによる環境保全活動への

支援なども実施し、地域社会に貢献

しています。 

※2 
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２ 工業用水道事業 
工業用水道事業は、昭和40年代の「岩手県県勢発展計画」により決定された、北上

市や金ケ崎町を中心とする「大規模工業団地開発計画」において、企業局が事業を実

施することとされ、昭和53年5月から給水を開始し、良質な工業用水の安定供給を通

じて産業振興による雇用機会の拡大と県民所得の増大に寄与しています。  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 
 
 
 
 
 

工業用水道事業総括表                               （平成 21年 4月 1日現在） 

区   分 
給水能力 
㎥／日 

契約水量 
㎥／日 

企業数 
 

契約率 
％ 

水源 給水開始 

38,600 25,730 12 66.7 
Ｓ53.5(旧北上中部) 
Ｈ4.4（旧第三北上） Ａ 

第一北上中部 
 

 うちろ過水 8,000 8,000 1 100.0 

北上川表流水 
早池峰ダム 

Ｓ59.7 

29,760 16,061 6 
 

54.0 
 

Ｓ56.1 
Ｂ 

第二北上中部 
 

うちろ過水 13,000 11,900 1 91.5 

入畑ダム 
Ｓ60.1（第一期） 
Ｈ4.10（第二期） 

計 68,360 41,791 18 61.1  

注  給水対象区域（工業団地） 
Ａ：北上工業団地   Ｂ：岩手中部（金ケ崎）工業団地、北上南部工業団地（計画） 

【参考資料】  
製造品出荷額 

（平成 19年度実績） 
1兆 3,564億円 

注 上記金額は、工業用水供給企業が含まれる岩手中部 
地域及び胆江地域の出荷額の合計を示す。  
 
工業用水供給企業の従業員数 

（平成 20年 4月 1日現在） 
約 8,500人 

            （データ提供：県企業立地推進課）       

水質（濁度）の状況（平成 20年度） 
区  分 基準値  通常値 
旧北上中部 1.0～1.7 第  一 

北上中部 旧第三北上中部 
15度以下 

0.5～0.7 
      うちろ過水 0.5度以下 0.03 ～0.05 

15度以下 0.3～0.7 第二北上中部 
       うちろ過水 0.5度以下 0.00～0.07 

注 通常値は、平成 20年度中の各月毎平均値の「最低～最高」を示す。 

 

○〔産業振興及び雇用への寄与〕 

現在、北上市や金ケ崎町の工業団地

に立地する半導体や自動車関連工場

を中心に、安定かつ良質な工業用水を

供給しており、本県におけるものづく

り産業の振興や、地域の雇用確保に寄

与しています。 

○〔品質管理〕 
工業用水の供給では、供給停止事故

の回避や水質管理を最優先に取り組

んでおり、水質管理上重要な指標であ

る濁度は、基準値を大幅に下回る良好

な値を維持し、ユーザーの期待に応え

ています。 

 

工業用水道契約水量の推移
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Ⅲ 経営方針 

 
１  基本理念 

 

 

 

 

  

２ 経営方針（重視する５本柱）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※参考 地方公営企業の基本原則 

地方公営企業法（抜粋） 

電気事業及び工業用水道事業の設置等に関する条例（抜粋） 

 

 

 

 

 

（経営の基本原則） 
第 3条 地方公営企業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的である公共の福祉を増進するように
運営されなければならない。 

（設置） 

第１条 電源を開発し及び工業用水道を整備して産業経済の発展と民生の安定に寄与するため、電気事業及び工業用水

道事業を設置する。 

（経営の基本） 

第２条 電気事業及び工業用水道事業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的である公共の福祉を

増進するように運営されなければならない。 

２（省略） 

【用語解説】 
※3 「県民福祉の向上」 
   ここでいう「福祉」は、「幸せ」や「豊かさ」とも言い換えられるものであり、社会（県民）全体が豊かで幸せな生活が送れるように
なることをいいます。 

岩手県企業局は、地球環境にやさしいクリーンな電力と良質な工業用水の安定供給に

努めるとともに、新エネルギーへの取組を通じた循環型社会の構築への貢献など、時代

の要請やニーズに積極的に応え、地域社会の発展と県民福祉 の向上に寄与します。 
※3 

 

 

 
事業運営の基礎となる組織力を更に向上させるため、技術の継承と人材の育成・確保に努めていきます。 

施設の適切な維持管

理のもと、水力発電を

中心としたクリーンな

電力と良質な工業用水

の安定供給に努めてい

きます。 

 事業運営にあたっ

ては、一層の経営効率

化を進め、経営基盤の

強化を図っていきま

す。 

 地域エネルギーの活

用や地球環境保全に貢

献するため、新規水力

開発及び風力などの新

エネルギーの導入を推

進していきます。 

 地域における新エネ

ルギーの導入促進や環

境保全活動との協働を

通じて、地域社会への

貢献に努めていきま

す。 

信頼性の確保 経済性の確保 新規開発 地域貢献 

組織力の向上
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Ⅳ 長期ビジョン 

 
１  基本的な考え方 

私たちは、社会経済情勢がもたらす経営環境の変化に的確に対応し、成長し続ける

ため、次のような「ゆるぎない決意」を示します。 

 

 

 

 

 

  

  
２ 今後の役割 

企業局は、クリーンな電力や良質な工業用水を安定的かつ確実に供給してきた長年

の実績があり、また、地域や関係団体との良好な信頼関係を維持しています。 

また、国内では、平成 62年（2050年）までに CO2の排出量半減をめざす地球温暖

化対策が進められるなか、水力発電は、発電過程では CO2をほとんど排出しない「純

国産の再生可能エネルギー」としてその価値が再認識され、中小水力開発の担い手で

ある地方公営企業にも、その役割が期待されています。 

企業局は、今日のようなめまぐるしい経営環境の変化の中にあっても、これまでに

培ってきたノウハウや信頼関係といった有形無形の財産を積極的に生かしながら、地

方公営企業として持続的な成長をめざして取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、「事業の安定した継続は人材によって支えられ、成長する」という認識に基づ

き、職員が意欲と誇りをもって業務に当たられるよう、組織としての取組を充実させ

るとともに、これまで培ってきた技術の継承や人材育成のあり方の検討など、組織力

の更なる向上に取り組んでいきます。 

 

 

― ゆるぎない決意 ― 

岩手県企業局は、将来にわたり地域社会の発展と県民福祉の向上のため、電気事業及

び工業用水道事業を継続し、県民から信頼・信用される地方公営企業として成長し続け

ます。 

１ 産業や県民生活に欠かせない基盤として、電力や工業用水の安定供給を今後も継

続していきます。また、岩洞ダムなど農業側との共有施設を適切に維持管理し、農

業用水の安定供給にも寄与していきます。 

  

２ 一層の経営効率化を進め、両事業の安定経営を通じて地域社会の発展と県民福祉

の向上に寄与していきます。 

 

３ 豊かな自然エネルギー資源の更なる活用を図るため、自然との共生にも配慮しつ

つ、これまで培ってきたノウハウを生かしながら中小水力発電等の開発を進めてい

きます。 

  

 ４ 新エネルギーの利活用や地球温暖化対策を促進するため、直接的な支援や県施策

との連携などを通じた地域貢献に努めていきます。 
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３ 企業局のめざす将来像 
（１） 電気事業のめざす将来像 

 

 

 

 

 

 

 

● 【概ね10年後のありたい姿】 

① 電力会社との卸供給に係る長期の基本契約 のもとで、安定経営を維持してい

ます。 

②  農業用水やダムなどの共同事業者と良好な関係を継続しています。 

③ 老朽化した発電施設の修繕・改良を計画的に進め、資金や技術力を含め、次の

節目となる「運転年数100年」 を目指す取組や運営体制の整備を進めています。 

④  新規水力開発地点については、候補地点の詳細検討を進め、補助金制度や積立

金等を活用しながら、積極的に開発を推進しています。 

⑤ 新規風力開発地点については、これまでの実績や経験を生かしながら単独事業

や共同事業を展開しています。 

⑥  その他の新エネルギーについては、情報収集を継続し適時に事業化検討する体

制を整えています。 

 

 

 

 

（２） 工業用水道事業のめざす将来像 

 

 

 

 

 

 

 

● 【概ね10年後のありたい姿】 

① 老朽化した施設の修繕・改良計画を推進し、良質な用水の安定供給が継続でき

る体制の整備を進めています。 

②  未売水対策として取り組む入畑ダムの水源転用後 （平成 25年度以降）は、

黒字経営を維持し、一般会計からの出資や電気事業会計からの長期借入を必要と

しない自立経営を行っています。 

③ 自立経営の継続を進めながら、ユーザーと共存共栄をめざす事業運営を実現し

ています。 

④  将来の産業振興の観点から、必要な水源の確保や施設整備のあり方を関係機関

と十分に検討し、必要な取組を行っています。 

 

 

電気事業は、既設発電所の長期運転などを通じて、電力の安定供給や農業用水

の安定供給などにより、地域の産業経済の発展と県民の福祉の向上に寄与すると

ともに、新規水力開発やクリーンエネルギーの導入・促進を図ることなどにより、

地球環境保全や地域に賦存するエネルギー資源の活用促進にも貢献しています。 

 

工業用水道事業は、良質な工業用水の安定供給を通じて、産業振興に欠かせな

いインフラとして、地域の産業経済の発展と県民所得の向上に寄与しています。 

 

※4 

※5 

※6 
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 （３） 職員や組織のめざす将来像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 【概ね10年後のありたい姿】 

①  企業局の事業活動への理解と認識が広く県民に浸透するとともに、職員は、県
民からの信頼や期待に応えるべく自覚と誇りをもって業務に当たっています。 

② 人材育成・確保の方針や計画に基づき、事業に必要な人材の確保や、個々のス

キルアップを図るとともに、世代間の継承のしくみが構築され、組織体制が充実

しています。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業の円滑な推進を通じて、企業局が公営企業として産業経済の発展と県民福

祉の向上に寄与していることが広く認識され、県民から信頼と期待が寄せられて

います。 

また、技術の継承や人材育成等が進み、職員一人ひとりの能力が向上すると

ともに、職員がその能力を十分に発揮できる職場環境が整備されることにより、

組織全体の能力が向上するなど、事業運営の基盤が確立されています。 

【用語解説】 
※4 「基本契約」 
   平成 22年度以降も電力会社に電力を卸供給するため、供給期間や対象発電所など基本的な内容をもって「電力受給に関する基本
契約書」を締結しました。なお、電気料金については、別途「卸供給料金算定規則」に基づき電力会社と相対交渉のうえ決定されま

す。（これまでは２年毎に決定） 
 
※5 「運転年数 100年」 
   発電所のうち胆沢第二発電所、岩洞発電所、仙人発電所は運転開始からほぼ 50 年を経過しています。電気・機械設備の定期的な
更新改良のほか、老朽化が進む取水設備や水路などの土木工作物にも十分な対策を講じ、次の節目として「運転年数 100年」を目指
すものです。 

 
※6 「入畑ダムの水源転用」 
   入畑ダムに日量 52,000 ㎥を確保していた第二北上中部工業用水道の水源は、当初計画どおりに企業立地が進まず大量の未売水と
して抱えていましたが、国営かんがい排水事業「和賀中部地区」の農業用水源として、平成 24年度に日量 35,000㎥を転用する予定
です。これに伴い転用対価としての収入が見込まれています。 

 
植樹活動への職員参加（H21 山田町） 

 
企業局施設見学会（H21 稲庭高原風力発電所） 

 

 



 - 10 - 

Ⅴ 長期的な課題及び取組の方向性 

１  電気事業 

（１） 施設の老朽化への対応  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 共同事業者との緊密な連携  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●【現状と課題】 

主要発電所は、運転開始後50年を経過

するなど施設の老朽化が進むことから、

施設の延命化、即ち、次の節目となる「運

転年数100年」をめざすためには、施設

の現況を十分に調査把握したうえで、今

後の修繕・改良を計画的に実施する必要

があります。 

特に、法定耐用年数 を超過する取水

施設や導水路等の土木工作物について

は、対応方針を定めて適切に対応する必

要があります。 

 

●【取組の方向性】 

① 運転年数100年を目指し、発電所の

重要度や老朽化及び劣化の状況を踏

まえた維持管理方針を策定し、修繕・

改良 10ヵ年計画 に的確に反映しな

がら着実に取り組みます。 

 ② 土木工作物等は、これまで主とし

て部分的修繕など対症療法的な方法

により対応してきましたが、これらが

法定耐用年数を超過する時期を迎え

ることから、施設の劣化状況など現況

調査を踏まえて、その対応策を重点的

に検討します。 

 ③ 修繕・改良の実施にあたっては、

修繕準備引当金制度 を活用した工

事費の平準化や新規開発を含めた資

金計画に配慮しながら進めます。 

 

●【現状と課題】 

 電気事業における主要な発電所は、河

川総合開発等において農業や治水等との

共同事業として開始され、農業用水の供

給と一体となった発電運用やダムの水位

運用などの役割を担っています。 

 また、仙人発電所は、民間事業者と施

設を共有し共同運転を実施しています。 

円滑な発電事業や施設の多面的な機能

を維持するためには、今後も共同事業者

との緊密な連携が不可欠です。 

●【取組の方向性】 

 ① 共有施設の維持管理等に必要な経費

負担のあり方など、共同事業者として

相互理解と協力のもとで適切な管理・

運用を図りながら、安定供給に取り組

みます。 

② 共有施設の大規模な修繕・改良の実

施にあたっては、事業の円滑な実施を

図る観点から、共同事業者と緊密に調

整・連携しながら取り組みます。 

 

※7 

【用語解説】 
※7 「法定耐用年数」 
   有形固定資産の種類別に物理的・経済的に使用し得る基準期間を定めたものであり、減価償却費の算定の基礎になります。（地方公営企

業法施行規則第7条で規定されています。） 
※8 「修繕・改良 10ヵ年計画」 
   企業局では、施設や設備の状況を把握し、改良・修繕を計画的かつ効率的に実施するため、電気事業及び工業用水道事業ともに 10年間
の計画を立て、毎年見直ししながら取り組んでいます。 

   （電気事業：電気事業年度別事業実施計画  工業用水道事業：工業用水道事業年度別事業実施計画） 
※9 「修繕準備引当金制度」 
   何年かに一度の大規模修繕に備えて負担を平準化するため、各年度において一定の基準で費用計上し引当しています。 

※8 

※9 
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（３） 新規水力開発及び新エネルギー等への取組  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

●【現状と課題】 

水力発電は、CO2をほとんど排出しない

地球に優しい「純国産の再生可能エネル

ギー」として、その役割が見直されると

ともに、公営電気事業者にも新規開発に

係る期待が高まってきていますが、開発

対象となる新規地点は、奥地化や小規模

化してきており、採算性の面で開発コス

トが課題となっています。   

 そのため、最近は、北ノ又第三発電所

のように補助率の高い 1,000ｋＷ以下の

開発に取り組んでいます。  

なお、その他の新エネルギーについて

は、一定の規模で普及が進んでいる風力

発電や太陽光発電を除いては、技術的に

なお開発段階にあるものが多い状況で

す。 

 

●【取組の方向性】 

 ① 水力開発は、平成 26年度に運転開

始予定の胆沢第三発電所の建設事業

や胆沢第四発電所(仮称)の開発を推

進するほか、新規開発に向けた調査等

を積極的に実施し、有望地点の確保に

努めます。 

② 風力開発は、調査等を実施し有望地

点の確保に努めるとともに、様々な開

発手法も考慮しながら事業化に向け

た取組を進めます。 

③  その他の新エネルギーは、制度面や

技術開発面などの動向を注視し事業

展開の好機を逃すことのないよう情

報収集の継続に努めます。 

④ 開発に係る補助金制度や積立金等

の活用のほか、開発地点毎の事情を踏

まえた建設単価、関係法令その他の検

討事項を整理しながら事業化の検討

を進めます。 

 

岩洞第一発電所（地下発電所） 

稲庭高原風力発電所 

  

柏台発電所と岩手山 
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２  工業用水道事業 
（１） 自立経営に向けた取組  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 事業運営のあり方  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●【現状と課題】 

工業用水道事業は、計画決定から給水

開始までの期間が長く、その間の社会経

済情勢の変化や水使用の合理化等により

水需要の拡大につながらない状況です。 

そのため、現状では、一般会計からの

出資や電気事業からの長期借入による支

援をなくしては、資金繰りが厳しい状況

にありますが、未売水対策として平成24

年度に予定されている入畑ダムの水源転

用を契機として、自立経営の実現を図る

ことが課題です。 

 

●【取組の方向性】 

① 入畑ダムの水源転用に伴う資金計

画の見通しを踏まえて、財務体質の改

善や工業用水の需要に対応した事業

規模の適正化などを図り、一般会計か

らの出資や電気事業からの長期借入

による資金融通を解消するとともに、

借入金残高の削減に努めます。 

② 適正な事業規模のもとで、一層の経

営効率化を進めて安定的に黒字を計上

するとともに、施設の計画的な修繕と

将来の改良・更新に必要な資金の確保

の両立を目指します。 

●【現状と課題】 

本県の工業用水道事業は、先行投資的な

事業である特殊性から、責任水量制による

料金制度を採用していますが、景気の影響

や水使用の合理化などにより、実使用水量

が契約水量を下回る状況が続いており、ユ

ーザーから制度見直しの要望が出されて

いることなどから、今後の事業運営のあり

方を検討する必要があります。 

 

●【取組の方向性】 

 ① 工業用水道事業の経営の現状と今

後の見通しを踏まえ、ユーザーからの

理解と協力を得ながら、安定供給を維

持できる事業運営のあり方を検討し

ます。 

② 事業運営の検討では、更なる経営コ

ストの削減に努めながら、将来の設備

投資計画を踏まえた資金の確保との

バランスに配慮しながら検討を進め

ます。 

 

一般会計及び電気事業会計からの支援状況 （平成 20年度までの累計） 
区    分 金額（千円） 摘         要 
補助金（Ｈ3～10） 756,033 国の経営健全化団体指定を受け企業債利息返済に充当 
貸付金（同上） 2,430,884 同じく高利率企業債の繰上償還に充当（Ｈ20末残高 1,147,884千円） 
出資金（同上） 1,636,975 同じく企業債元金及び建設利息返済に充当 

一

般

会

計 出資金（Ｈ11～） 762,613 県独自の健全化計画に基づき資本的収支資金不足に補填 
電気事業会計（貸付金） 1,726,734 県独自の健全化計画に対応ほか（Ｈ20末残高 695,914千円） 
 

工業用水道料金 
料    金（㎥あたり） 

 区  分 料金の種別 
工業用水（一般水） ろ過水 

基本料金 45円 44円 第一北上中部 
第二北上中部 超過料金 90円 22円 

   
 

（参考）国庫補助金導入事業基準料金 
区   分 基準料金 

旧北上中部 50円 
第一北上中部 

旧第三北上中部 45円 
第二北上中部 50円 
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（３） 施設の老朽化への対応  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 関係機関との緊密な連携  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●【現状と課題】 

昭和 50年代に建設された工業用水道施

設は、送配水管設備等が耐用年数を経過す

る時期を迎えるなど老朽化が進みます。 

良質な工業用水の安定供給を確保する

ためは、施設の現況を十分に調査把握した

うえで計画的に修繕・改良を実施する必要

があります。 

 

●【取組の方向性】 

 ① 耐用年数の経過時期を迎える送配水

管設備等をはじめ、施設の劣化状況な

ど現況調査を踏まえた維持管理方針を

策定し、修繕・改良10ヵ年計画に的確

に反映しながら適切に取り組みます。 

② 修繕・改良の実施にあたっては、給

水停止の回避を最優先とし、良質な水

質の確保にも配慮しながら取り組みま

す。 

③ 修繕・改良の実施にあたっては、将

来の見通しを踏まえ、工事費の平準化

や資金の安定的な確保について配慮し

ながら進めます。 

 

●【現状と課題】 

工業用水道事業は、経済状況の影響を受

けやすいことから、事業を安定的に継続し

ていくためには、県の産業施策と一体的に

取り組む必要があります。 

 

●【取組の方向性】 

① 新規の企業誘致等に伴う施設の整備

や拡張は、県の関係部局や市町村と緊密

な連携を図りつつ、動向を的確に把握し

ながら取り組みます。 

 ② 景気の浮沈等に伴う動向に対しては、

必要に応じた一般会計からの支援 を

含め、県の関係部局と連携を図りながら

対応します。 

 
第二北上工業用水道事業施設 急速ろ過施設（半導体工場用に高純度の水を精製） 

 

※10 

【用語解説】 
※10「一般会計からの支援」 
   工業用水道事業は、料金収入をもって経営することが原則ですが、景気の浮沈等により経営の悪化が見込まれるような場合は、産業振興

の下支えの観点から、必要に応じ、一般会計からの財政的な支援として、税金による負担を受けることも想定されます。    
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３  共通的事項 
（１） 地域社会への貢献等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 技術継承及び人材の育成・確保  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●【現状と課題】 

電気・機械技術職の年齢構成は、大きく

均衡を欠いているほか、土木技術職は建設

や維持管理経験者が少ないなどの状況に

あることから、事業運営や世代間の技術の

継承に必要な人材の育成・確保に向けた取

組が必要です。 

 

●【取組の方向性】 

① 事業継続に必要な基本的な組織体

制の想定のもと、企業局が採用する

電気・機械技術職は、求人活動の充

実などを図りながら計画的に採用す

るなど、均衡ある年齢構成の確保に

努めます。 

②  土木技術職及び事務職等について

は、企業局の勤務経験を有する職員

の確保など、事業の安定した継続の

ための人事交流や局内配置に配慮し

ます。 

③ 施設に関する保守管理や安全対策

の情報を含めた継承すべき技術の整

理やその方法について検討を進めま

す。 

  ④  専門研修体系は、人材育成の観点か

らのカリキュラム評価など、これま

での取組を総括しながら時代に応じ

た見直しを進めます。 

●【現状と課題】 

電気事業及び工業用水道事業の実施そ

のものによる社会への貢献に加え、社会

情勢の変化とともに、地域の振興や活性

化の観点から、企業局の地域貢献事業へ

の期待が高まっています。  

  このため、今後も「環境保全・クリー

ンエネルギー導入促進積立金」を活用し

た新エネルギーの導入促進や植樹活動な

どの環境保全活動との協働等を中心とし

て、地域に貢献する取組を継続していく

必要があります。 

、  事業の推進に向けて企業局と地域社会

との関わりなど、県民に企業局事業が理

解され支持・支援が得られる取組が大切

と考えています。 

●【取組の方向性】 

① 地域貢献事業は、事業に必要な財源

の確保とともに、新エネルギーの利活

用や地球温暖化対策の促進など、地域

のニーズを的確に把握しながら、企業

局が直接的に実施する事業のほか、県

施策の支援や連携を通じた取組の充

実を図ります。 

また、一般県民や小中学生等を対象

にした施設見学会や環境教室など環

境啓発活動を行いながら、広く企業局

事業の紹介に努めます。 

② 地域住民、ユーザー及び関係機関か

ら信頼と期待が寄せられるよう、経営

や運転に関する情報公開を推進しま

す。 

  

 
クリーンエネルギー導入支援事業（大槌町 県立病院前バス停待合室ソーラー照明） 
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        岩洞湖と姫神山(手前)・岩手山 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

           岩手県企業局イメージキャラクター 
「みずりん・みどりん」のご紹介 

岩手県企業局のイメージキャラクターの「みずりん・みどりん」は、企業局が創立 50 周年

を迎えるにあたり、県民の皆様に、今後も親しみやすく身近な存在としてあり続けたいとの

願いから、平成17年に作られました。 このキャラクターは、デザイン創作を依頼した岩手県

立産業技術大学校産業デザイン科の学生さんからの応募の中から決定した作品で、イメー

ジキャラクターの愛称も、多数の応募の中から決定したものです。 

この「みずりん・みどりん」は、企業局が行っている水力発電、工業用水道、風力発電を

象徴するものであり、「みずりん」は、水（水力発電、工業用水）を、「みどりん」は、風（風力

発電）を象徴するものになっています。 
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岩手県企業局 
〒020-0023 岩手県盛岡市内丸11番1号 

TEL 019-629-6388  FAX 019-629-6384 

Eメール：EB0001@pref.iwate.jp 

ホームページアドレス： 

http://www.pref.iwate.jp/view.rbz?cd=11956 

 

 


